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Ｉ は じ め に

世に意識調査は多い｡ 行政やメディアはアンケー

トないしインタビューの形で意識調査を実施し,

結果はしばしば世間の注目をひく｡ また心理学や

社会学, 政治学, 人類学などの研究者は, 人々の

意識を重視してきたといえよう｡ ところが, 経済

学は, 理論モデル上は主観の重要な役割を分析し

ながらも, 実証研究では意識調査はほとんど研究

対象ではなかった｡ 経済学は, 人間が ｢言うこと｣

は信用せず, ｢行うこと｣ のみを分析してきた｡

しかしこの伝統は変化の兆しを見せており, 90

年代末から, 人々の事実認識や価値判断に注目し

た研究が増えている｡ 労働経済学も例外ではない｡

主観データとして利用される質問項目には, 就労

意欲, 失職や労働災害の可能性, 生活への満足度,

仕事への意欲, 疲労感, 所得格差や労働政策に対

する評価, などがある｡

しかしこれらの興味深い情報は, 無条件に有用

であるとはいえない｡ たとえば, 近年, 非就業者

の就業意欲の欠如がしばしば問題視されている｡

ある種の意識調査の結果, 意欲と行動に相関が見

いだされるためである｡ しかし, それは意欲が行

動の原因であることを証明しない｡ 外的与件 (景

気, 家庭環境, 福祉制度など) という第三の変数が,

意識と行動の両方を左右している可能性はある

(外的与件のために就業が困難あるいは非合理的な選

択肢となり, その状態を正当化する心理的な防衛機

制が意識に作用する, など)｡ その場合は, 行動を

変えるためには外的与件に対する政策が有効にな

る｡ また, 意識改革に固執する政策はおそらく有

効でないばかりか, 彼らへの社会的偏見を助長し

かねない｡ 社会問題の原因を当事者の意識に求め

る見方は一般的であるが, それが意識と行動と外

的与件をめぐる因果関係の実証分析に基づいてい
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経済学は人々の主観 (事実認識や価値判断) を理論的に検討してきたが, 隣接諸分野と異

なり, それらを実証分析の直接の対象としてはこなかった｡ しかし近年, 意識調査のデー

タをもとに, 興味深い主観的変数が経済学研究者によって分析されている｡ 本稿はこの研

究動向の部分的展望である｡ まず, 主観データに誤差がないという仮定のもとで, 期待

(予想) のデータによる行動の予測および理論モデルの識別, ヒアリングによるモデル識

別, 主観的厚生の分析, 離散選択モデルにおける主観データの研究を紹介する｡ 次に, 主

観データに誤差がある場合に生じる問題と対処法に触れる｡ 主観データは興味深く, きわ

めて有用でありうるが, 分析が妥当であるためには, 主観データ形成のメカニズムと客観

的行動との因果関係についての慎重な考察が必要である｡

特集●あらためて ｢データ｣ について考える

労働経済学における
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る例は少ない｡ しかし, 効果的な政策手段はその

ような分析がない限り客観的には判明しないであ

ろう｡ 主観データの利用には, したがって大きな

可能性があると同時に, 慎重な考察が求められる｡

本稿は, 労働研究に資する可能性がある, 主観

的データをめぐる経済学の研究動向を展望する｡

紙幅と執筆者の力量の制約から, ごく部分的な展

望になる｡ 分析結果よりは手法に主眼があるため,

研究事例の紹介は網羅的でない1)｡

なお, 近年, 経済学研究者による主観データの

利用が増えたことの外在的・物理的な条件として

は, おそらく多様なマイクロデータが開発され,

かつその公開性が増したこと, そしてパーソナル・

コンピュータと統計解析ソフトの発展がある｡ そ

こには, Hamermesh (2004) に言わせるならば,

山があるから山に登るという面がある｡ そのため

一部に ｢理論なき計測｣ の傾向も現れている｡ 他

方, 主観データを安易に受容せずに, (計量) 経

済学の比較優位を活用しつつ, データの形成プロ

セスや, 回答者の行動との相互関係を理論的実証

的に精査する研究もある｡ その点に注意しながら,

本稿は, まず主観データに誤差がない (認知能力

の限界や戦略的回答がなく, データが理論モデル上

の主観概念の実現値である) という仮定のもとで,

期待 (予想) のデータによる行動の予測および理

論モデルの識別, ヒアリングによるモデル識別,

主観的厚生の分析, 離散選択モデルにおける主観

データの研究を紹介する｡ 次に, 主観データに誤

差がある (戦略的動機や認知能力, 調査の設計のた

めに, データが理論モデル上の主観概念の実現値で

はない) 場合に生じる問題と対処法を取り上げる｡

最後に, 先行研究の展望から得られた方法論上の

知見を要約し, 将来の研究への含意に触れる｡

Ⅱ 経済主体の予想形成

1 Yes/No 形式による予測

何らかの意図や意欲を問う質問は, 意識調査の

定番である｡ その形式には幾つかの種類があるが,

近年, 欧米の意識調査において, 主観的確率の質

問, たとえば ｢あなたが 1 年後に就業している確

率はどのくらいだと思いますか？｣ といった形式

が増えている2)｡ National Longitudinal Survey

of Youth 1997 (NLSY97) では, 中高生に対して

‶If you are not in school a year from now,

what is the percent chance that you will be

working for pay more than 20 hours per

week?" と質問し, 0 から 100 までの数値の回答

を求めている｡

どんな調査でも, 質問と回答の形式が, その項

目から抽出しうる情報量を左右する｡ 主観的確率

の調査が増えているのは, 確率という回答形式が

伝える情報量は大きいことが認識されたためであ

る｡ その点は, 確率の回答とは対極的な Yes/No

形式と比較することで明確になった｡

｢1 年後に就業していると思いますか？｣ といっ

た問いに Yes/No で回答する形式は, どれだけ有

用か｡ 一般には, それは回答がどのような心理的

プロセスで表れたかによる (後に測定誤差との関

連で触れる)｡ 回答に到る複雑な心理的プロセス

に不案内な社会科学者がここでとりうる一つの方

法は, 設定を単純化して, 意図のデータの情報量

の下限と上限を検討することである｡ 回答者の選

好や行動原理と無関係にランダムに回答が発生す

る場合は, 情報量はゼロと考えてよいであろう｡

それを下限とするならば, Manski (1990) は逆に,

｢最善のケース (best case)｣ を想定しても, この

種のデータの情報量が貧しいことを示した｡ すな

わち, 仮に主体の認知能力が極限的に高く (事象

の主観的確率が客観的確率に等しいとする合理的期

待形成仮説), かつ真の主観が誠実に回答されて

いるとしても, 一般に Yes/No 形式の回答は将来

の行動と一致しない｡ また研究者は, 将来の行動

の確率を一意に推定できない｡

しばしば回答と行動が一致しないこと (Manski

(2004) によれば, そのために多くの経済学者が主観

データの意義に懐疑的になった) の原因は, まずこ

の粗い質問回答形式にある｡ いま回答者は, 1 年

後に自分が就業しているか否かを左右する事象

(1 年後にある賃金水準の職を確保できること, など)

についての確率的な予想をふまえて, 自分の就労

確率を予想したとする3)｡ 回答者は, この予想就

労確率を Yes あるいは No に対応させる必要があ
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る｡ たとえば, 彼らは主観的就労確率が 0.5 以上

なら Yes, 0.5 未満なら No と回答するかもしれ

ない｡ すると, 回答時に 0.4 の就労確率を予想し

た人々は, 全員が No (｢就労していない｣) と回答

する｡ しかし 1 年後には, 合理的期待の仮定より,

彼らのうちじつに 40％が就労している｡ この回

答と行動のギャップの原因は明らかに, 確率とい

う連続的な情報を Yes/No の二値に変換させる質

問形式にある｡

この形式のデータから, 確言できることもある｡

上記と同じ仮定 (回答者が予想確率から回答を選択

する際の閾値が 0.5 であり, 合理的期待形成を行う

こと) のもとでは, 分析者は, 母集団においてあ

る選択行動をとる人々の比率を ｢最高で何割, 最

低で何割｣ という範囲として推定できる4)｡ ただ

し, この範囲は母集団においても 50％の幅を持

つ｡ そのため, 予測としての有用性には疑問があ

る｡ 閾値と合理的期待形成の仮定が満たされない

場合はなおさらである｡

2 主観的確率による予測

主体の認知能力がどれだけ高くとも, Yes/No

のような離散的な回答形式では多くの情報が失わ

れる5)｡ ならば, 各行動の主観的確率をそのまま

回答する形式を採用してはどうか｡ 実際, (前と

同様に集計的ショックの欠如と合理的期待形成を仮

定すれば) 母集団においてある選択行動をとる人々

の比率は, 回答された主観的確率の標本平均で容

易に推定できることがわかっている (Manski

(1999))｡ たとえば, 就業者の比率は, 主観的就

労確率の回答の平均値から正しく予測される｡

単に将来の行動を問うのではなく, 将来の状況

を特定したうえで質問する形式も考えられる｡ た

とえば ｢公的年金はこのように変わり, 雇用保険

制度は今と同じであり, ……｣ といったシナリオ

を提示したうえで, 就業している確率を予想して

もらう｡ いわば条件付きの確率を回答してもらう

形式であるが, 上記と同様の仮定を認めるならば,

同様の予測が可能である｡

では, 調査で提示しなかったシナリオについて

は, 何が言えるか｡ たとえば, 意識調査でシナリ

オ �を提示して, 就労の確率を回答してもらって

いた｡ 仮に別のシナリオ ��(｢公的年金はこのよう

に変わり, 雇用保険制度はあのように変わり, ……｣)

を提示していたら, 回答は違っていた可能性はあ

る｡ 新たに調査を実施するとコストがかかる｡ 手

持ちのデータから, シナリオ ��の場合に就労す

る人の割合も予測できないか (外挿の問題)｡

��の場合の回答のデータは存在しないため, 前

と同様の単純な方法 (標本平均の計算) は適用で

きない｡ しかし仮に, 人々の主観的確率がある理

論モデル, たとえば何らかの式 ������で与えら

れるとする｡ ここで �は回答者の属性情報,

��･�･�はありうべきさまざまなシナリオと回答

者の属性について定義された関数である｡ 分析者

がこの関数形と属性を把握しているならば, 調査

で提示しなかったシナリオ ��において就業して

いる人々の割合は, 属性 �ごとに �������で与

えられる｡

実際には, 関数 �はパラメータを推定して初め

て既知となるし, また分析者は必要な属性情報の

一部しか入手できないであろうから, 計量経済学

の 手 法 が 必 要 に な る ｡ Manski (1999) は

McFadden 流の離散選択ランダム係数モデルの

推定を提案している｡

主観的確率に関する以上の結論は, 回答者の認

知能力や �の関数形についての想定が誤っている

場合は, 成立しない｡ したがって, それらの想定

を承認しない立場にとっては, 以上の分析結果は

ネガティヴなものである｡ しかし, 観測不可能な

認知的プロセスについて理論的仮定を明示し, 回

答から抽出しうる情報量を厳密に確定する (‶If…,

then…" 式の) 姿勢は, 主観データという一見間

口が広く ｢ソフトな｣ 研究分野全般に, 一つのベ

ンチマークを与えている｡ また, 次節で紹介する

ように, 主観的確率のデータは予測以外の目的に

も利用できる｡

3 主観的確率によるモデル識別

たとえば日本のデフレ不況について, 人々が将

来への悲観から消費や投資を抑制し, それがさら

に不況を深めた, という見方がある｡ 経済行動を

記述するほとんどの理論では, 主体は経済に関す

る主観的認識をふまえて自己の目的に適合する行
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動を選択する, と想定されており, 主観が重要な

役割を果たしている｡ それゆえ主観的確率のデー

タは, もし人々が真にその確率を想定しており,

自分の意思決定の基礎としているならば, 人々の

行動と厚生の研究, とくにモデルの識別に有用で

ある｡ 景気循環や失業の解釈をめぐる諸学派の対

立に見られるように, 1 つのデータは複数の理論

モデルと整合的である (観測上の同値性, observa-

tional equivalence)6)｡ その大きな理由は, 理論の

各部分に関してデータが不足しており, それを補

うため, 検証不可能な (したがって評価の分かれる)

仮定が置かれるためである｡ とくに, 経済主体が

保有する知識や将来への期待, そして厚生水準は,

通例観測できないため, 何らかの仮定 (合理的期

待形成など) で代替されたうえで経済構造や人間

行動のモデルの含意が検証される (いわゆる効率

的市場仮説の例は Hayashi (2000, sec.2.11 を参照))｡

つまり一般に, 主観についての想定は, 検証され

ない仮定 (maintained hypothesis) である｡ その

意味では, モデルの含意がデータから棄却された

とき, 主観についての想定と他の部分の想定との

いずれが誤りであるのかは識別できない7)｡

たとえば, 退職や貯蓄に関する意思決定問題な

ど, ある種の動学的なモデルでは, 経済主体の主

観的生存確率 �と, 将来利得の主観的割引率 �が

重要なパラメータである｡ しかし, モデルにおい

て両者は積 ��として現れるため, データからそ

れぞれを識別するためには, 何らかの仮定か, 追

加的な情報が必要となる｡ 合理的期待形成を仮定

するならば, 主観的な生存確率 �は客観的な生存

確率と一致するので, 外部データから属性ごとの

客観的生存確率を計算すれば, 割引率 �の推定

の可能性が出てくる (Rust (2006))｡ しかし, 十

分に精度の高い外部データが入手できない場合も

あろう｡ さらに, 合理的期待自体が議論の分かれ

る仮説である｡ そこで, 意識調査でこれらの主観

的パラメータを直接に推定する方法がある8)｡

次に, いわゆる補償賃金格差理論の考えによれ

ば, 職業間の賃金のばらつきは, 職場の快適さや

労働災害の発生確率の違いを反映している｡ 危険

について主観的確率と客観的確率が一致している

(合理的期待形成仮説) 場合は, 政府の安全規制は

労働者の厚生を低下させるため非効率的である｡

他方, 主観が客観的現実から大幅に乖離しており,

政府がそれを把握している場合は, 安全規制は有

効でありうる (Borjas (1999, ch.6), Cahuc and

Zylberberg (2004, ch.5))｡ 乖離の検証は, 主観デー

タがない限り, 推測にとどまる｡ 労働者の主観的

確率を調査すれば, 過去の客観的確率と比較して,

主観と客観の乖離を検証しうる｡

Manski (2004) は実験経済学で利用される最後

通牒ゲーム (ultimatum game) において, 性質の

異なる効用関数 (利己的な主体か, 公平性重視な主

体か) が, 異なる期待形成との組み合わせのもと

では, 同じ選択行動を実現することを示した｡ つ

まり, 期待が観測されない場合, 期待形成に関す

る検証不可能な仮定のもとでのみ, 主体の行動様

式を識別できる9)｡ 主観データがあれば, モデル

中の主観に関する検証不可能な仮定が減少し, よ

り優れた理論の識別の可能性が開ける (Pesaran

and Weale (2006, p. 46))｡

主観的確率の回答は, 確率概念に慣れていない

回答者には, 負担が大きいという懸念はある｡ 無

回答の増加や, 特定の値への集中 (0, 50, 100 な

ど) にも注意が必要である｡ 他方で, 分析者には,

確率として解釈と理論的取り扱い方が明快である

という利点がある｡ 応用例として, 雇用, 所得水

準, 公的年金の給付水準, 資産運用, 投票行動,

教育投資の収益率などの不確実性が研究されてい

る｡ Stephens (2004) は米国 HRS の主観的失職

確率のデータを利用して, 消費の平準化仮説を検

証している｡ Manski (2004) , Pesaran and

Weale (2006) はこの分野を展望している10)｡

Ⅲ ヒアリングによるモデル識別

聞き取り調査の知見は広義の主観データの一種

であり, やはりモデル識別の可能性を高める｡ た

とえば賃金や価格の非伸縮性を説明する多くの理

論がある｡ 既存のモデルの優劣が判定されないま

ま, 新たな理論モデルが登場してきた｡ 原因は主

に, 各理論の鍵となる情報が既存のデータでは捕

捉できない点にあった｡ とくに主観的な変数は既

存の企業調査には少ない｡ それゆえ, 特定の問題
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関心から聞き取り調査を設計する意義は大きい｡

Bewley (1999) は, 元来数理経済学者であっ

た著者が, 賃金の下方硬直に関する仮説の過剰を

解決する手段は聞き取り以外にないと考え, 300

人以上の人事関係者を訪ねた研究である｡ その結

果, 賃金カットは労働者の意欲や生産性を大幅に

損なうにもかかわらず, コスト節約効果はさほど

でないとの認識が判明した｡ 賃金を上げると喜ば

れるが, それはカットのときほど大幅な影響では

ない, という非対称性がある｡ さらに, ほどなく

労働者はその高い賃金水準を当然の権利とみなす

ようになる｡ それゆえ, 意欲と生産性を維持する

た め に は , 定 期 的 な 賃 上 げ が 必 要 で あ る

(Kahneman や Tversky たちの損失回避 (loss aver-

sion) や適応の議論と親近性があるのは興味深い)｡

著者は, 聞き取りで得た知見をもとに, 既存の諸

理論を批判している｡

Bewley (1999, 2002) は新たな仮説の発見を重

視したため, 対象者に比較的自由に語らせる方法

をとる｡ 対象者の選定も無作為抽出からは遠い｡

一方, Blinder ����. (1998) の調査目的は既存の

各理論の検討であるため, 理論を日常用語で説明

した質問票による調査が主である｡ また標本は大

規模であり, 相当な代表性を確保している｡ なお,

中馬 (2002) は, 労働経済学においてヒアリング

を含めた多元的アプローチがもつ意義を強調して

いる｡

Ⅳ 主観的厚生 (SWB) の研究

1 定 義

ここ数年, 経済学者による主観的厚生 (Subject-

ive Well-Being, SWB) の研究も増えている｡ SWB

は総合的な指標 (幸福度ないし生活満足度) と個別

領域の指標 (仕事満足度など) からなる｡ 幸福度

の質問文は, ｢全体として, あなたはどの程度幸

福だと感じていますか｡ 『非常に幸福』 を 10 点,

『非常に不幸』 を 0 点, 『幸福とも不幸ともどちら

ともいえない』 を 5 点にして, あなたは何点ぐら

いになると思いますか｡｣ などである｡ 幸福度と

生活満足度は, 総合的厚生の指標としてほぼ同一

視されており, World Value Survey (WVS),

米国の General Social Surveys (GSS), 欧州の

Eurobarometer, 日本では ｢国民生活選好度調査｣

や ｢日本版 General Social Surveys (JGSS)｣ そ

の他が調査している｡

複数の属性との関係を分析するには, 属性を説

明変数として, 順序プロビットか順序ロジットの

モデルを推定する｡ 心理学者の長年の研究によっ

て, 幸福度は多くの指標, たとえば微笑の頻度,

睡眠の質, 主観的健康状態, 周囲の人々の観察に

よる幸福度評価, 社交性, 経済力, 信仰心などと

の強い正の相関が見出されている｡ これらの要因

は, その絶対水準のみならず, 最近の変化分や,

他者との比較, また目標水準からの乖離などの次

元でも重要である｡ 白石・白石 (2006) は心理学,

社会学なども含めて内外の研究を展望している｡

他の展望論文に Frey and Stutzer (2004) ,

Layard (2005) がある｡

2 SWBによるモデルの識別

経済学は行動を決定するものとして常に効用を

語るが, 実証的には, 効用自体は選択行動から推

測する (顕示選好)｡ 一方, SWB は厚生自体を心

理尺度で調査する｡ 効用がある精度において観測

されていると考えれば, さまざまな理論モデルの

新たな検証の可能性が開かれる｡

SWB を経済学でいう効用と同一視しているの

か否かについては, 曖昧な研究が多い｡ ただし,

特定の経済理論の検証のために SWB を用いる研

究は, ｢効用＝SWB｣ とみなしていることになろ

う｡ その場合, 経済モデルからシャープな予測を

導き, 実証的にテストできるので, 作業の解釈は

明快である｡ この種の研究として, Clark (2003)

による産業間賃金格差と補償賃金格差の識別,

Frey and Stutzer (2004) による通勤時間の補償

賃金格差の検証がある｡ Kawaguchi (2004) は,

自営業には収入以外の要素の魅力があるという補

償格差仮説を検定している｡

Wolfers (2003) は生活満足度を失業率とイン

フレ率およびそれらの分散で説明するモデルを推

定し, 一部のマクロ経済学者の主張とは逆に, 景

気循環の平準化が経済厚生の改善に有効だと示唆
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している｡ Gruber and Mullainathan (2002) は

喫煙の厚生分析である｡ たばこ増税に対しては,

Becker 流の ｢合理的な中毒｣ モデルは厚生の悪

化を予測し, 行動経済学的な限定合理性 (自己管

理の困難) のモデルは厚生の改善を予測する｡ い

ずれも需要の減少を予測するため, 価格と需要の

データだけでは両モデルを識別できない｡ 著者た

ちはこの観測上の同値性に対し, 主観的厚生のデー

タを利用して, 増税が喫煙者の SWB を有意に改

善したことを示した｡ Alesina ����. (2004) は米

国と欧州のデータを用いて, ジニ係数などで測る

所得格差が幸福度に与える影響を分析している｡

Frijters ����. (2004) はドイツのパネルデータ

を分析し, 東ドイツ人の生活満足度は東西統一後

の実質所得上昇と政治的自由の拡大のために大幅

に上昇したとする｡ また, 固定効果順序ロジット

(fixed effect ordered logit) モデルを新たに提案

している (Ferrer-i-Carbonell and Frijters (2004)

にも解説がある)｡

失業と幸福度の関係は, 研究の蓄積がある｡ 多

変数回帰分析で所得水準の影響を調整し, パネル

データで個人の性格の違いを考慮しても, 失業状

態は幸福度を低下させる｡ 労働を不効用とみなす

経済理論が, この事実を均衡状態として記述する

のは難しいとみなされている｡ 心理学者はこの点

について, 就業は単なる収入源ではなく, 社会的

な認知や自尊心, 生活習慣の規律, 目的意識など

人間生活の心理的基盤であると指摘している｡

(前出展望論文 (2006), 日本では大竹 (2004), また

若干異なる解釈については筒井・大竹・池田 (2005)

を参照)｡

仕事満足度の研究は, 日本ではたとえば石川

(1992) , 最近では Ohashi (2005) がある｡

Hamermesh (2001) は賃金と仕事満足度の動学

的関係について, 複数の仮説を検証している｡

Bender and Sloane (1998) はイギリスのクロス

セクションデータを利用して, 組合労働者の仕事

満足度が低いという観察をめぐる諸仮説を検討し

ている｡

労働意欲と成果主義導入については, 玄田・神

林・篠崎 (2001), 大竹・唐渡 (2003) が, ｢意欲

の変化｣ などの回答を用いている｡ 都留・阿部・

久保 (2005) は, 豊かな企業内情報を含むパネル

データを利用して, 労働意欲の変化と個人業績の

変化の関係を吟味している｡ 実際, 主観が客観と

対応していないならば, 主観に興味をもつ理由は

ないであろう｡ Warr (1999) は先行研究を展望

し, 因果関係については留保しながらも, 仕事満

足度は上司による査定と正の相関があり, 欠勤,

転職確率とは負の相関, そして直接に個人の業績

とはみなされない組織への貢献度とは正の相関が

ある, と要約している｡ Kawaguchi (2004) は仕

事満足度の分析の準備作業として, パネルデータ

を用いて仕事満足度が将来の転職行動を予測する

ことを確認している｡

3 何を推定しているか

Slesnick (1998) によれば, 標準的な経済理論

による厚生の測定は, 理論的には整備されており,

問題はデータの質である｡ SWB の研究はその逆

に, データは豊富であるが ｢理論なき計測｣ の傾

向がある｡ いま比較のために教科書的なミクロ経

済学を参照すると, 消費者は財の価格 �と賃金

�を所与として予算制約下の効用を最大にする

財の需要 (消費) �と余暇時間 �を決定する｡ 全

時間 �から余暇時間 �を引いたものが労働時間

	だとする｡ 効用関数 
�����を予算の制約

��� ������のもとで最大にする財需要と余暇

時間は, 価格と賃金の関数 ���������������

と 書 け る ｡ 最 適 労 働 時 間 は 	������

��������, 達成される効用は間接効用関数

�������
���������������で与えられる｡

効用は外生的なパラメータの関数となり, したがっ

てパラメータの変化から効用の変化が計算でき

る11)｡ 需要の変化も同様に求まる (比較静学)｡ 集

計化にあたって社会選択論を援用しつつ間接効用

関数から社会厚生を定量化する研究もある

(Jorgenson (1990), Slesnick (1998))｡

一方, 多くの幸福度の研究では, 幸福度の尺度

�を消費 �や余暇 �に回帰して後者の係数を推定

する｡ それは何を意味しているのか｡ 上のモデル

と同様に, �����の違いは外生的な �����の違

いに由来するのであれば �����が誤差項に入る

ため, �����の係数は �への因果性として解釈
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できないのではないか｡ また, 仮に推定した式が

�の条件付期待値を与えるもので, 母集団が不

変である限りは, �������の歴史的相関の要約

として �の平均値の予測には使えよう｡ しかし,

母集団で価格 �が動くとき, �と �が変化する限

りで尺度 �の水準も変わる12)｡ 基底にある構造

モデルで価格が �と �に与える影響を調べていな

い限り, 研究者は �の変化について無知にとど

まる｡ 税率変更の政策効果も予測できない13)｡

ある種の SWB 研究は, さらに所得, 物価と

SWB との直接の相関を見るため, �������に

�����のデータをも加えて �の式を推定する｡

しかし, 価格 �が与件であっても, �の係数が �

への ｢他の事情を一定とした｣ 限界効果を与える

とみなすのは (�と �も動くため) 不自然ではない

か｡ もっとも, 単純なミクロ経済学の想定と異なっ

て, �����は �����をごく部分的にのみ左右す

るのかもしれない｡ しかし, �����のうちで

�����の影響から独立なその残余の部分は, 何

に規定されているのか｡ 観測されない要因 (誤差

項) との相関はないのか｡ �����は, (直接に �

を左右しない場合は) むしろ �����の操作変数に

使うべきではないか｡

多くの SWB の研究には (同じく効用の式からス

タートするランダム効用モデルと異なり) 推定式を

導く理論的基礎が存在しないため, 結果の解釈も

曖昧になる｡ 一般に, 右辺の説明変数の係数を左

辺の被説明変数への因果関係として解釈するには,

説明変数の水準は個人の選択の結果でない (外生

的である) 必要がある｡ 労働供給や財需要が, 賃

金や価格や税制・補助金制度をふまえた個人の選

択から独立であるという想定は, ミクロ経済学以

前に一般の直感にも反していよう｡ 一般に, 係数

の推定値が統計的に有意な大きさであること自体

は, その変数と SWB との因果関係が存在するこ

との十分条件でも必要条件でもない｡ 分析者は説

明変数の外生性について読者を説得する責任があ

る｡ 多くの SWB 研究は因果関係の構造モデルか

ら出発しない分, 外生性の説得にあたって初めか

ら不利である｡

この点で, 自然実験による外生性の利用は重要

である｡ Charles (2002) は, 退職が幸福度の低

下につながるという知見に対して, 年金制度が退

職への外生的な誘因となることを利用して因果関

係を推定し, 退職は幸福度改善の原因であると結

論づけている｡ Alesina ����. (2005) は, 余暇と

幸福度の正の相関が因果関係ではない (観測でき

ない要因に決定されている) 可能性を考慮して, 各

国ごとの労働規制の違いを労働供給の操作変数と

している｡

4 パネル分析

SWB は, 個人の性格など観察不可能な要因と

の相関が容易に想像される｡ 性格が暗く後ろ向き

の人は失業確率が高く, かつ幸福度も低いかもし

れない｡ パネルデータがあれば, 性格が分析期間

中に不変である限り, その効果は除去でき, 外生

的な失職が幸福度に与える平均的損失を把握でき

る14)｡ 最近の SWB 研究は, パネルデータを利用

して個人効果を除去するようになったが, さらに

ダイナミクスに注目する研究は少ない｡ 子供の数,

既婚か独身か, 労働時間, 収入, 健康状態, 居住

地, 人的資本といった属性が, しばしば SWB の

研究で外生的な要因とみなされている｡ 主体が不

均衡状態にある (制約下での最適化が実現していな

い) ならば, これらの要因も外生的かもしれない｡

しかし, これらが中長期的視野をふまえた選択変

数である動学的な理論モデルを想起するのは容易

であろう｡ 時系列の情報を利用する以上は, 観察

不可能な個人効果の除去だけでなく, 標準的なダ

イナミック・パネルデータの分析手法を活用すべ

きだと思われる｡ そのためには, 主体の目的と行

動をできるだけモデル化し, 各変数間の動学的な

相関についての仮定を明示する必要があろう｡

Kawaguchi (2004) は今期の仕事満足度が来期の

転職行動につながる可能性を考慮している｡

5 SWBと効用

SWB 指標の内実は曖昧である｡ 実際, 多くの

研究は記述的であって, さまざまな変数との相関

を見て特定の SWB 指標の性質を探索している面

がある｡ もちろん, 一度 SWB を効用の指標だと

みなすならば, 経済理論のテストに利用できる｡

しばしば, その種の研究では標準的な ｢合理的｣
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経済主体は否定され, 行動経済学的な限定合理性

が支持される｡ しかし, その種の作業は実質的に

｢その経済理論の想定する効用概念と当該 SWB

指標が等しい｣ という仮定と, その経済理論の妥

当性との複合仮説のテストである｡ 予想が反証さ

れたとき, 特定化の失敗がどの部分で生じている

かは明確でない｡ 今後も計量経済学, 実験経済学,

心理学によって, まず SWB 決定のメカニズムに

ついて知見を蓄積する必要がある｡ Kahneman

and Krueger (2006), Kahneman ����. (2004)

は, 総合的な幸福度は粗く不安定な指標である

(最近の事件や鮮烈な記憶に左右される一方, 事象の

期間の長短を軽視する, など) として, 前日の出来

事と感情を回顧して記述する調査形式を提案して

いる｡ Kimball and Willis (2006) は幸福度と標

準的な効用概念の関係を検討し, 包括的な動学理

論の定式化を試みている15)｡

Ｖ 離散選択モデルにおける主観データ
の活用

McFadden (2001) らによる離散選択モデルに

おいて, 最近, 顕示選好 (revealed preference,

RP) と言明選好 (stated preference, SP) の両方

の情報を利用する手法が開発されている (Train

(2003, ch.7), Walker and Ben-Akiva (2002))｡ 顕

示選好は伝統的な経済学の基本概念であり, 実際

の選択行動のデータから推測される選好を指す｡

他方, 言明選好は実験や意識調査で言明される選

好である｡ 顕示選好の強みは, 実現した行動に基

づいている点である｡ 行動のデータから選好を推

測するのは必ずしも容易な作業ではないが, デー

タに測定誤差がない限り, 一定の選択行動が実現

した事実は動かせない｡

しかし, 行動の実現値のデータは, 常に十分に

存在するわけではない｡ さらに, 所与のデータで

は興味の対象である変数に十分な変動がない場合

がある (Train (2003, sec.7.2))｡ 価格が財需要に

与える因果関係を測定したいとする｡ 財の需要が

価格水準に対して非常に感応的であるならば, 競

争的な市場における各供給者は同水準の価格を設

定するであろう｡ この市場の実現値のデータを用

いて回帰分析を行うと, おそらく価格の係数の推

定値は統計的に有意な大きさを持たない (一般に

当該変数のばらつきが大きいほど, 推定値の標本分

散は小さくなる)｡ この推定結果だけを見た人は,

需要に対して価格は重要な要因ではないと結論づ

けるかもしれないが, 実際はその逆である16)｡

仮想的質問では, 分析者が望むデータの変動を

任意に設定できる｡ また, 未知の財に関する分析

は, 実現値が存在しないために顕示選好分析は不

可能である (ただし, 離散選択モデルは一定の仮定

のもとでこれを実行する｡ McFadden (2001))｡ 一

般化ランダム効用 (GRU) モデルでは, 顕示選好

の効用関数と言明選好の効用関数を定式化し, 個

別にあるいは同時に推定する (Walker and Ben-

Akiva (2002))17)｡ 財需要, 労働供給など, 応用範

囲は広い｡ ただしこの手法は, もちろん, 表明さ

れた選好が理論モデル上の選好と整合的な実現値

であるとの前提に基づいている｡ 次節はこの前提

を吟味する｡

Ⅵ 主観データの誤差

1 戦略的な言明

これまでは, データの質は信頼しうるものと仮

定してきた｡ 実際には, データが真の値から乖離

している場合は多いと思われる｡ まず, 回答者が

意図的に真の選好を表明しない可能性はある｡

Carson ����. (2000) は, 期待効用を最大化する

経済主体という枠組み (とくに, いわゆるメカニズ

ム・デザイン論) を, 意識調査への回答に適用し

ている｡ 回答が政府の政策や企業の製品・サービ

スを左右し, それが回答者の期待効用にも影響す

るならば, 回答者は戦略的に回答する誘因をもつ｡

ただし, 戦略的な回答は, 偽の回答を直ちには意

味しない｡ 真の選好の表明が最適な戦略となる

｢誘因両立的｣ な場合もありうる｡ また, 真の選

好が不明でも, バイアスが生じる方向はしばしば

推測が可能である｡ その意味で, 回答者の利得と

無関係の調査よりも, 回答者の戦略的動機が想定

できる意識調査の方が, 経済学は回答者の行動を

予測しやすい｡ Carson ����. (2000) によれば,
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伝統的な経済学が意識調査の価値に否定的であっ

たのは, (1)一般に回答者には調査に真剣に取り

組む誘因がなく, (2)その誘因がある場合は戦略

的に回答する, と想定したためである｡ しかし,

利己的主体を仮定するならば, 調査が回答者の利

得に関係する場合は(1)はあたらないし, (2)を想

定する以上は次に戦略的回答とは何かの検討に進

むべきである (つまりこれらの想定は不徹底である)

としている18)｡ たとえば, ｢公共財供給にこの額

の資金協力をする意思があるか｣ と回答者に問う

とする｡ もしも, 公共財に若干の価値を見出し,

かつ賛成しても実際にその費用負担を強制されな

い場合は, 利己的な回答者は賛成を表明するであ

ろう｡ ｢この価格の新製品が開発されたら購入す

るか｣ との問についても, 後に購入を検討する機

会を確保する誘因があるため, 同様である｡ これ

に対し, 複数の選択肢にランク付けを行う形式の

場合は, 表明する選好の絶対水準は真実でないと

しても, 順序付け自体は真の選好であると予想で

きる｡

2 測定誤差論の枠組み

主観データの真の値からの乖離は, 測定誤差の

観点から一般的に検討できる｡ いま, 回帰分析に

おいて, 観測できない属性が説明変数と相関して

いるため生じるバイアスを避けるため, その属性

の代理変数として主観変数を使う方法が考えられ

る｡ 一定の条件のもとで, この目的は達成される

(Wooldridge (2002, ch.4))｡ しかし, 主観変数に

は測定誤差の懸念がつきまとう｡ データ上観測さ

れる値 �は, 真の値 ��に誤差 �が加わったもの

である可能性が高い｡ それゆえ, 変数の脱落によ

るバイアスを避けるために代理変数として主観変

数を導入すると, 測定誤差によるバイアスという

副作用が生じかねない｡

問題と解決方法がもっとも研究されているのは,

平均がゼロの誤差 �が真の値 ��と無相関で

�� ����と加法的な, いわゆるクラシカルな測

定誤差の場合である｡ このとき誤差 �は, 観測値

�と相関しており, また推定式の誤差項に含まれ

る｡ その結果, ��の係数の推定値は 0 の方向へ

のバイアスをもつ (attenuation bias)｡ さらに,

多重回帰分析において ��と相関がある説明変数

は, すべてバイアスをもった係数が推定される｡

ただし, 正当な操作変数があり, 推定式が線形で

あれば, 係数の推定値は一致性を満たすことがわ

かっている (Wooldridge (2002, ch.5), Bound ����.

(2001, sec.3))｡

しかし, 主観的な変数の測定誤差はクラシカル

ではなく, 真の値と相関があることが多いと思わ

れる｡ 意識についての回答は離散的な変数, たと

えば 1 か 0 の値をとるダミー変数で表して説明変

数として利用することが多い｡ ダミー変数に測定

誤差があるならば, 真の値 ��が 1 のとき誤差 �

は 0 であり, 真の値 ��が 0 のとき �は 1 である

ので, �と ��は負の相関をもつ｡ 一般に, 少数

のカテゴリーの値をとる変数の場合も同様の議論

が成り立つ｡ Bound ����. (2001) は, 離散的変

数や非線形モデルにおける測定誤差の研究を展望

している｡

誤差の存在を検証する方法はあるだろうか｡ 客

観的変数についての事実認識の場合は, 当該客観

的変数について他の情報源があれば, その言明の

質を検証できる｡ 労働および健康関連のデータに

関する検証例は Bound ����(2001, sec.6) を参

照｡ また, 同一回答者による他の言明と比較して

論理的な整合性をチェックする方法もある｡ たと

えば, 主観的確率の場合は, 基本的な確率法則

(単調性や加法性など) の成立を確認する｡ 一般に

意思決定に強い合理性を仮定するほど, 回答の内

的整合性を吟味しやすくなるであろう｡

3 調査の設計と測定誤差

米国では ‶garbage in, garbage out (GIGO)"

という表現があるという｡ 設計の仕方は回答を大

きく左右しうる｡ 近年, 研究者が調査設計に参加

する機会が増えているため, 設計と回答の関係に

注意する意義は一層大きい｡

前節で議論したように, 偽の言明によって利得

が得られるほど, また客観的・内的な検証の可能

性が少ない場合ほど, 主観変数は真実から離れた

値を取りやすいであろう｡ 物質的利得が関係しな

いときは, 調査者の期待や社会的規範にあわせた

回答をする傾向があり, それは対面調査の場合に
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とくに顕著であるという (Schwarz and Oyserman

(2001))｡

純粋に認知的な次元では, 前後の文脈が重要で

ある｡ 幸福度の質問の直前に ｢デートの回数｣ を

質問している場合, 両指標は強い正の相関をもつ

が, 幸福度の次に ｢デートの回数｣ を質問した場

合は, 両指標の相関は弱いという (Kimball and

Willis (2006))｡ また, 生活満足度の問の後に結婚

生活への満足度を問うと, 両指標には弱い正の相

関があるが, 順序を変えて先に結婚生活への満足

度を問うと, 正の相関が強まるという｡ 生活上の

個別領域をどれだけ意識するかによって, 総合的

な厚生の回答が大きく変わっている19)｡

同じ文脈であっても, 続く問の概念と包含関係

にあるか同じ次元にあるかによって, 文脈の影響

の方向は異なりうる｡ Schwarz (1999) は, ニク

ソン元大統領に関する質問が直前にある場合を例

にとって論じている｡ ニクソンに関する問いに続

いて ｢政治家は信頼できるか｣ を問う場合, ｢政

治家は信頼できない｣ との回答が多くなる｡ 一方,

ニクソンに関する問いの後に ｢ギングリッチは信

頼できるか｣ を問う場合は, ｢ギングリッチは信

頼できる｣ との回答が多くなる｡ ギングリッチも

政治家 (当時の名物下院議長) であるが, ニクソ

ンと比較されて印象が改善するために, 政治家一

般という上位概念に関する問とは変動の方向が逆

になる｡

測定誤差は, とくに複雑な思考を要求する意識

調査の場合, 回答者の認知能力との相関が強い可

能性がある｡ しかし, 同じ調査に認知能力自体の

情報がある場合は, それを操作変数として測定誤

差に対処しうる｡ また, 同じ変数について複数の

指標がある場合, 一定の条件のもとで, ひとつの

指標をもうひとつの指標の操作変数にできる

(Wooldridge (2002, ch.5))｡ 本来の調査対象者と

その配偶者に, 対象者の健康状態を聞くのはその

一例である20)｡

Schwartz (1999) のあげる事例によれば, 回答

者は多義的な質問に直面したとき, 設計上の細部

(前後の文脈から調査者の所属まで) を参照して回

答に必要な情報を収集する｡ 一般に, 調査が回答

者の意識に中立的な情報収集作業だと考えるのは

誤りである (McFadden (2001) も参照)｡ 調査に

協力することで新たに知識や関心が広がり, 回答

者の将来の行動が左右されるという形でも, 調査

は 母 集 団 に 対 し て 非 中 立 的 で あ り う る

(McFadden ����. (2005))｡

しかし, インターネットの発展によって, さま

ざまな調査のデザインを試行するコストは低下し

た｡ 関連諸分野の豊かな知見に学びつつ, 設計が

回答に与える影響を事前に吟味し, 測定誤差を含

めた内生性の問題に対応するための外生性を設定

しておくことも可能であろう｡ Schwarz and

Oyserman (2001) は認知心理学的な検討をふま

えて, 調査設計の実際的な指針を提示している｡

米国では 1980 年代以降, 調査法と心理学の学際

的研究が進展し, 近年そこに経済学も加わりつつ

ある｡ McFadden ����. (2005) は, 測定誤差や

調査の設計に関して学際的協力の重要性を強調し

ている｡ 経済学の教育課程における調査法の必要

については, 本稿の結語で触れたい｡

4 例：健康尺度

主観変数の中では, 健康尺度に関して研究の蓄

積がある｡ たとえば JGSS は ｢あなたの現在の健

康状態はいかがですか｡｣ と質問し, ｢良い｣ から

｢悪い｣ まで 5 段階の選択肢を提示する｡ 客観的

健康指標 (個別的・多角的にならざるをえない) に

比べると, 総合的な主観指標は費用の観点で魅力

的である｡ また, 客観的指標との相関が高いこと

がわかっている｡ 測定誤差の問題は, Bound ��

��. (2001, sec.2) が以下のように議論している｡

就業状態 (労働供給) と健康状態の関係を調べた

いとする｡ ここでは説明のために, 主観的健康 �

を連続的な尺度とし, �を労働供給 (時間), ��

を観測されない真の健康状態 (健康であるほど大

きな値をとる), �を市場でオファーされる賃金,

��と ��を観測されない他の要因として, 労働時

間と健康尺度のモデル

�������������

�������������

を考える｡ 労働供給には非就業収入も重要である

が, 単純化のためここでは無視する｡ また, 真の

健康状態 ��は ��および ��と無相関だと仮定す
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る｡ 興味の対象は, 客観的な経済行動 �への因果

関 係 を 示 す パ ラ メ ー タ ��と ��で あ る ｡

����������はすべて正だと予想できよう｡ 次に,

ある水準の賃金と健康状態に対してとくに不活発

ないし非就業の人は, それを正当化するために健

康状態を実際よりも悪く報告する可能性がある

������������ ��｡ 労働市場における生産性 �

が低い人も同様である ������｡ また, 医療や福

祉の給付が健康状態に条件付けられている場合も,

健康状態を過度に悪く回答する誘因がある｡

市場でオファーされる賃金 �と観測されない

真の健康状態 ��にはおそらく正の相関があるた

め, �を �のみに回帰した場合に ��は過大に推

定される｡ ��の脱落によるこのバイアスに対処

するため, 代理変数として主観的健康尺度 �を

右辺に加えると, ��と ��の正の相関から, ��は

過大に推定される (同時性バイアス)｡ また, ��

の分散は測定誤差として ��の推定値に 0 の方向

へのバイアスをもたらし, さらに �と ��に相関

があるため ��も正しく推定できない｡ 最終的な

バイアスの方向は先験的には不明である｡

この例は, 主観的情報を外生的与件と仮定せず

にその決定要因を明示し, 構造モデルの推定に生

じうる同時性バイアスをも議論している点で興味

深い｡ 客観的行動を決定するモデルの説明変数と

して主観変数を利用する場合は, その主観がどこ

から来たのかを考えない限り, 因果関係は検証で

きなくて当然だと思われる｡

形式的には, 伝統的な二段階最小二乗法とのア

ナロジーが考えられる｡ 客観的変数の決定式にあ

る内生変数の係数を推定する条件 (主観の外生的

決定の定式化) の成立を説得的に示すには, おそ

らく主観形成のプロセスを含んだ経済行動の構造

モデルを構築するか, 主観の外生的な変動をもた

らす自然実験を探索する必要がある｡ その戦略自

体は通常の客観変数の分析と変わらない｡ ただ,

主観形成の研究は未開拓の部分がより大きい分野

であるとは言えるであろう21)｡

Ⅶ 結 語

新しいデータは, それが以前から観測可能であっ

た変数のデータである場合は, 推定値の信頼性を

改善する｡ 一方, それが以前は観測不可能であっ

た変数のデータである場合は, 新しい角度からの

認識を可能にする｡ 本稿はその例を展望してきた｡

Hamermesh (2004) は, 主観データの利用方

法にランクを付け, 主観で主観を説明する統計分

析は客観的行動を説明できず主観の決定要因も解

明しがたいため, とくに避けるべきであること,

また心理学も社会学も統計解析ソフトを駆使する

以上, 経済学者が主観データを扱う際には比較優

位を生かすため, 経済理論を介在させ因果性の検

証を目指すべきであることを強調している｡ この

明快な主張の spirit に賛同しつつ, 以下では本稿

の展望作業が基本的な方法論に関して示唆すると

思われる点を要約し, 今後の方向を検討したい｡

正確な社会認識と望ましい政策立案を目的とす

る労働研究は, 素朴な ｢実態把握｣ (変数間の歴史

的相関の要約) をこえて, 因果関係のメカニズム

を把握する必要がある｡ 変数が主観的か客観的か

に関わらず, 一般に因果関係を把握する条件は説

明変数の外生的変動であるが, 外生的変動は

‶What if…?" という仮想的事実の概念である｡

その意味で, 因果的推論の実証分析は (理想的な

実験データに恵まれた場合を除けば) 何らかの因果

関係の理論モデルを常に (ときには暗黙のうちに)

想定している｡ さらに, 一般に, ある変数群の歴

史的相関は, 複数の代替的な因果モデルと整合的

でありうる (観測上の同値性)｡ したがって, 自然

科学と同レベルの実験的環境を期待しがたい社会

科学においては, モデルを明示せず相関の統計的

有意性のみを因果的推論の基準とする経験主義に

は本質的な陥穽がある｡ 逆に, モデルの仮定を明

示し, 各変数間の因果関係を厳密に定式化する伝

統的な経済学および計量経済学のアプローチの意

義は大きい (個別の理論の是非とは別である)｡

この基本の再確認は, おそらく主観データ研究

ではとくに重要である｡ 主観が観測され, また利

用されるようになったことは, その主観の由来を

(理論的仮定か実証的根拠かで) 明示する責任が研

究者に生じたことを意味するが, 主観データの由

来を記述する研究の不足が, 主観に関する因果的

推論の困難をもたらしている｡ そのため, 主観デー
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タの研究は ｢結果の面白さ｣ は十分にあるが ｢手

法と推論の妥当性｣ は不十分である例が多い｡ と

くに, 政策提言のために必要な水準で因果性を捕

捉できていない｡ しかし, 一度主観の決定メカニ

ズムを確定すれば, 行動 (あるいは別の主観) へ

の因果的影響の識別可能性も開ける｡ これまで観

測されなかった変数が観測されることで, モデル

上の検証不可能な仮定が減少し, 異なる政策的含

意をもつ代替的な諸理論の選別が期待できる｡

主観形成のメカニズムと, 客観変数との対応お

よびダイナミクスを理解するためには, 大規模な

パネルデータによる主観変数と客観変数の継続調

査が必要である｡ それは将来への予想をふまえた

動学的な行動の理論 (求職・退職行動, 人的資本へ

の投資, 労働意欲と生産性, 就業状態と主観的厚生

他) の検証を助けるであろう｡

定性的な設問は, 解釈の多義性に問題があり,

またそれを定量的な情報に変換する場合には強い

仮定 (潜在変数との確率論的な関係など) が必要と

なる｡ 主観的確率を始めとする定量的な設問は,

解釈が明快であり, 情報量が大きく, 理論モデル

上の主観概念との対応が直接的である｡ ただし,

定量的な主観データの性質と信頼性については,

とくに調査設計との関連において, 慎重な検討が

必要である｡ この点で, 心理学や調査法など関連

諸分野から学びうる知見は多い｡

そこで, 最後に調査法の教育について考えたい｡

一般に, 研究の状況は, タイムラグとともに教育

の状況に反映する｡ 実際, 隣接諸分野とは異なり,

経済学の教育課程では調査法はまだ必須ではない｡

経済学研究者はしばしば既存のデータを無批判的

に利用し, また必要な訓練を受けないままに調査

設計に関与する傾向がある｡ 今後は, 実証研究専

攻者に調査法は必須科目ではないだろうか｡ さら

に, 最近の理論研究者の実験経済学への進出や行

動経済学の発展を考えると, 認知科学の知見をふ

まえた実験と調査の方法論をより広い層へ教育す

ることの意義は大きいと思われる｡

なお, 当面は隣接諸分野の専門家に教育を依頼

する必要があるかもしれない｡ しかし, 安定的な

選好の存在から経済社会機構の定式化とその検証

の方法にいたるまで, 経済学と他分野との距離は

大きい｡ したがって, 経済学の仮説検証という目

的をふまえた調査方法論の探求と体系化が望まれ

る｡

＊執筆にあたって, 池田心豪, 大竹文雄, 大谷剛, 川口大司,

篠崎武久, 町北朋洋, 万軍民, 安井健悟, 若林緑, Ciro

Baldi の各氏から貴重なコメントを頂きました｡ なお, 内容・

形式上の欠点の責任はすべて著者にあることを明記します｡

1) 大森・神林・久保・佐々木 (2006) の学界展望は日本の主

観データ研究を取り上げている｡

2) 米国の Health and Retirement Survey (HRS), Asset

and Health Dynamics among the Oldest Old (AHEAD),

Survey of Economic Expectations (SEE), National

Longitudinal Survey of Youth 1997 (NLSY97), イタリア

の the Bank of Italy's Survey of Household Income and

Wealth (SHIW), オランダの VSB-Panel Survey などがあ

る｡

3) 設定の詳細は次の通り｡ ｢合理的期待形成｣ を行う回答者

は, 自分の就労行動が, 回答時に既知の条件 �と, 1 年後に

判明する状況 �によって決まることを自覚している｡ たと

えば �は学歴・年齢・性別・賃金分布のヴェクトルで, 自

分はある水準 �
�以上の賃金オファー �� �

�があるならば就

労する, など｡ 回答者は既知の情報 �をふまえて, 1 年後に

�
�以上の収入の職がオファーされる確率 ����� �

�
���を

予想する｡ 合理的期待の仮定により, この主観的確率は客観

的確率に等しい｡ したがって, この回答者の客観的就労確率

に等しい｡

4) 仮に回答者全体のうち 70％が, ｢Yes (1 年後に就業して

いる)｣ と答えたとすると, ｢回答者全体のうち実際に就業す

る人々の割合｣ の上限は, Yes と答えた全員の予想就業確率

が 1 であり, かつ, No と答えた全員の予想就業確率が 0.5

である場合に生じる (����������������	�)｡ また下限は,

Yes と答えた全員の予想就業確率が 0.5 であり, かつ, No

と答えた全員の予想就業確率が 0 である場合に生じる

(������������������)｡ 1 年後に就業している人々の割

合は最小で 35％, 最大で 85％となる｡ 標本が十分に大きけ

れば, この上限と下限は各回答の標本平均から正確に推定さ

れる (厳密には, 大数の法則を適用するため, ｢集計的ショッ

ク｣ が無いというもう一つの条件が必要である｡ Cf. Manski

(1990, p. 938))｡

5) Das ����. (1999) は３段階以上のカテゴリーの場合を検

討し, 同様の結論を得ている｡ なお, 以上の議論は一種の測

定誤差 (Ⅵ参照) とみなしうるかもしれない｡ ただし, 調査

形式のために情報量が減少しているとはいえ, 観測されない

主観的確率と回答は整合的ではある｡

6) いま, 観測可能な変数の組 (賃金, 年金制度, 労働供給な

ど) の歴史的な相関のデータ (またはブラックボックス的な

誘導形の推定結果) があるとする｡ 次に, その相関を生成し

うる因果関係の構造モデル (利得の関数や割引率その他のパ

ラメータで定義され, 外生的な与件から主体の行動が内生的

に決定されるプロセスを記述する) の集合を考える｡ 前者か

ら後者への対応づけが一対一でなく, 一対多であるとき, 観

測上の同値性が生じている (Rust (1994), Heckman (2000))｡

7) 見方を変えるならば, 合理的期待形成や完全予見の仮定を

置くと, すべての主体の予想が客観的現実と一致するために,

理論モデルが自己完結し, また実証分析では認識のデータが

不要になるという分析上の大きな利点がある｡ 認知能力に関
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するこの種の強い仮定を拒否するならば, 代替的な期待形成

の仮説と実証が必要になる｡ 1980 年代以降行われた合理的

期待形成への理論的実証的批判は, 最近の期待データ研究の

基礎となっている (Manski (2004), Pesaran and Weale

(2006) を参照)｡

8) 米国 HRS には, 特定年齢までの主観的生存確率の設問が

ある｡ 割引率とリスク回避度については, 大阪大学社会経済

研究所附属行動経済学研究センター (http://www.iser.

osaka-u.ac.jp/rcbe/index.html) が実験とアンケート調査を

行っている｡

9) 被験者に主観的確率を表明させ, その後の客観的行動と比

較する実験経済学の興味深い試みがある (Nyarko and

Schotter (2002))｡

10) Pesaran and Weale (2006) は仮定をデータで代替するた

めに期待の意識調査の活用を提唱し, とくにカテゴリカルな

回答を (強い仮定を置いて) 定量的な情報へと変換して利用

する手法を解説している｡ その方向の研究である Kanoh

and Li (1990) は, 日本の期待インフレ率を, また加納

(2006) は労働需要・供給曲線, 消費者意識と消費行動他を

分析している｡ Hori and Shimizutani (2005) は内閣府のパ

ネル調査 ｢国民生活モニター調査｣ における期待インフレ率

の回答 (％単位) を利用している｡ 誘導形的な分析によると,

期待形成は適応的であり, 最近のデフレ期待からの脱却メカ

ニズムは今後の分析課題としている｡ 竹田・小巻・矢嶋

(2005) は, マクロ経済政策にとって期待形成の多様性や限

定合理性がもつ意味を, 意識調査をも活用して探求している｡

理論研究では, Branch and Evans (forthcoming) は主体

が経済モデルの特定化ミスに気づかず, 均衡で多様な期待が

存在する理論モデルを提示している｡ また, 伝統的なモデル

では, 主体は期待自体を操作して事前の効用を高めることは

ないが, Brunnermeier and Parker (2006) は, ｢正確でな

いが最適な期待形成｣ を定式化している｡ アイデアは, 好ま

しい事象を期待することによる現在の効用増加は, それが不

正確であるため生じる効用のロスをしばしば上回るというも

のである｡ ライフサイクル仮説においては, 現役時の過少貯

蓄が生じる｡

11) 効用は序数的な概念であり, その水準は定量的に確定でき

ないと考えるとしても, 需要と与件 (価格, 所得, 属性その

他) のデータがあれば, 与件の変化による厚生の変化は支出

関数 (それ自体がひとつの間接効用関数) によって貨幣単位

で測定できる (Mas-Colell ����. (1995, ch.3), Slesnick

(1998))｡

12) 教科書的なミクロ経済学では, 間接効用関数を財価格で偏

微分すれば, 効用の減少分は所得の限界効用 (ラグランジュ

乗数) と財需要の積になる｡ SWB 研究は (Kimball and

Willis (2006) などを例外として) 経済理論とのアナロジー

を十分に検討しない｡ 一方, SWB の分析結果から経済理論

の想定を批判する研究は多い｡ しかし, 経済理論から導出さ

れた関数を推定し検証しない限り, ｢推定結果が経済理論を

反証した｣ という主張は意味をなさないと思われる｡

13) 一般に, ブラックボックス的な誘導形による予測が正確で

あっても, 将来の母集団の変化に対しては安定的ではない可

能性がある｡ そのため, 誘導形を生成する因果関係の構造モ

デルを推定することに意味がある (Goldberger (1991, ch.31),

Heckman (2000), Rust (1994))｡

14) クロスセクションデータしか手元にない場合は, 厚生の絶

対水準ではなく, 過去に比べての変化 (改善したか否か) を

質問すれば, この問題は回避できるだろうか｡ しかし, ある

種の回答者は, 常に ｢あのころは幸せだった｣ と懐古するか

もしれない｡ この点は主観データ一般にあてはまる｡

15) なお, 当事者の属性と切り離して, 主観的厚生指標を政策

に利用するのは難しい｡ 個人が表明する厚生に応じて資源を

再分配する場合は, それを認識している利己的個人が表明水

準を戦略的に操作する可能性がある (第Ⅵ節参照)｡ 仮に真

の SWB が判明したとしても, サディズムが満たされないた

め不幸である人に資源を再分配し, 他者の幸福を喜びうるた

めに幸福である人から資源を多く奪うのは望ましくない｡ ま

た, 他者に関する部分を除いた SWB にも ｢酸っぱい葡萄｣

や ｢幸福な奴隷｣ の問題がある (Elster and Roemer (1991,

p. 8))｡ たとえば, 客観的には悲惨な境遇にあるが, 主観的

には (宗教的・政治的プロパガンダや文化的圧力のために)

現状に満足している人をどう扱うべきか｡ Sen (1987, p. 8)

は ｢主観的な幸福感や満足感は, 価値の指標として重要だが,

唯一の対象とは言いがたい｣ と述べている｡

16) なお, 明らかに, 相関の強さのみを根拠に因果性の有無を

判断する ｢純粋な｣ 経験主義 (理論なき計測) からは, この

解釈は導かれない｡ その意味で, この例は因果関係の理論モ

デルを明示的に議論することの意義を示している｡

17) また GRU モデルでは, 行動主体の観測されない属性 (知

識, 性格他) を考慮するために, それを観測される属性の関

数として特定化する方法がある｡ たとえば, 何らかの分布を

仮定して意識調査の回答を観測されない属性 (潜在変数) の

関数として定式化する (Walker and Ben-Akiva (2002))｡

18) Diamond and Hausman (1994) は仮想的な環境評価で利

用される contingent valuation の方法論を批判している｡ な

お, Alesina and La Ferrara (2005) は意識調査 (GSS) の

データから, 所得再分配をめぐる意見は回答者の期待所得水

準によって相当に説明できることを, Scheve and Slaughter

(2001) は米国の移民政策に関する意識調査のデータから,

低賃金の非熟練労働者が移民流入にもっとも反対であること

を見出している｡

19) 調査の設計に対する主観的厚生指標の不安定性は

Schwarz and Strack (1999) が多角的に検証している｡

20) 計量経済学による接近として, Hsiao and Sun (1998) は,

回答者が質問を十分理解しないために生じるバイアス, そし

て調査者に強い印象を与えるように回答するため生じるバイ

アスについて, ランダム効用モデルで定式化している｡

Matzkin (2005) は意識調査の測定誤差のノンパラメトリッ

クな識別を論じている｡ Manski (2003) は欠損値ならびに

測定誤差が存在する変数の確率分布を推定する際に, 強い仮

定を置いて一意に識別するのではなく, 範囲としてノンパラ

メトリックに識別するアプローチを提示している｡ 欠損値を

考慮した失業率の範囲の算出, 所得統計における代入・補完

(imputation) の妥当性の吟味に応用している｡ Bertrand

and Mullainathan (2001) は, 観測できない固定的な個人

属性の代理指標として主観変数の利用に一定の意義を認めて

いる (それゆえ, パネルデータで個人効果を除去すると主観

変数の意義は失われる)｡

21) 合理的期待形成仮説は理論的に整備されており, 検証可能

な含意も明快でデータによる検証に親和的である｡ これまで

多くの研究の関心はマクロ経済学的であったが, 近年, 複数

のパネル調査が期待のデータを収集していることから, ミク

ロデータによる検証の可能性が高まった｡ Ben��tez-Silva and

Dwyer (2005) は, 測定誤差やサンプル・セレクションを

も考慮しつつ, 米国の HRS を用いて各個人の退職年齢の予

想を操作変数法で分析した結果, 合理的期待形成仮説は棄却
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できないと結論づけている｡ Rosenzweig and Wolpin

(1993) は出産・育児行動と主観形成の理論モデルをもとに,

｢母親が事前に出産を希望していたか否か｣ という回顧的な

質問の有用性を吟味している｡ Bound ����. (2001, sec.3)

は上述の健康尺度のモデルを拡充し, 操作変数による推定を

検討している｡
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